
 

問Ⅳ‐１‐①（特別の利益）  

 他の法人に助成金、補助金を出すことは特別の利益にあたるのでしょうか。 

答  

１ 公益法人の財産は、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与することを目

的として、公益目的事業に使用されるべきものであり、公益法人から他の団

体等に社会通念上不相当な利益が移転し、受入先において財産を営利事業や

特定の者のために使用されることは適当ではありません。また、公益法人が

寄附により受け入れた財産を社員、理事等の法人の関係者や営利事業を営む

者等の特定の者の利益のために利用されることが認められると、公益法人に

対する信頼が損なわれ、国民からの寄附の停滞を招くおそれもあります。 

このようなことを防止するため、法人の関係者や営利事業者等に特別の利

益を与えないことが公益認定の基準として設けられています（公益法人認定

法第５条第３号、第４号）。 

 

２ 特別の利益とは、利益を与える個人又は団体の選定や利益の規模が、事業

の内容や実施方法等具体的事情に即し、社会通念に照らして合理性を欠く不

相当な利益の供与その他の優遇がこれに当たり、申請時には、提出書類等か

ら判断されます（公益認定等ガイドラインⅠ３.参照）。 

 

３ 公益法人認定法第５条第４号では、「寄附その他の特別の利益」と定められ

ていますが、寄附を行うことが直ちに特別の利益に該当するものではありま

せん。他の法人への助成金や補助金についても、それをもって直ちに特別の

利益に該当するものではなく、上記２.の不相当な利益の供与に当たるものの

み問題となります。 

 

 

 


